
事業を展開した地域に関する情報、拠点を担った事業者に関する情報

都道
府県

実施主体名 住所 モデル
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模

65歳以
上人口

高齢化
率

地域の医療資源
地域の介護・福

祉資源
備考

茨城県 志村大宮病院 茨城県常陸大宮市上町313 在宅療養支援病院 44482 13167 29.6%
病院2（いずれも50～
200床）、診療所：無
床13、有床3

訪問看護ステー
ション2、介護保険
施設10

10万人当たりの医師看護師数が全国の中で下位にあたる医
療資源の乏しい地域。
拠点を担った事業者は一般～療養の200床未満の病院で、介
護保険事業所を併設。

静岡県
社会福祉法人天竜厚生会
天竜厚生会診療所

静岡県浜松市天竜区渡ヶ島221
在宅療養支援診療所
（有床診療所）

8286 4154.07 50.1%
国保病院1（病床数
60床）、開業医科診
療所7、歯科診療所3

訪問看護ステー
ションなし、介護老
人福祉施設2

今回の事業対象地域ではないが、近隣の病院と連携した体
制を構築

千葉県 あおぞら診療所 千葉県松戸市緑ヶ丘2-357
在宅療養支援診療所
（無床診療所）

477779 100027 20.9%

病院：10、診療所211
（うち訪問診療を行う
診療所48、在宅療養
支援診療所19）

訪問看護ステー
ション211

在宅を中心とした１医療機関だが、もともとの連携を基盤とし
て、介護事業所、歯科医療機関、薬局等との連携が図れてい
た

山形県 社団法人　鶴岡地区医師会 山形県鶴岡市馬場町1-34 医師会 145092 41188 28.4%
病院：8、総病床数
1722床
医療機関数83

訪問看護ステー
ション2
介護保険施設18、
総受け入れ可能人
数1281

病院は、急性期病院1、回復期2、その他一般2と、急性期から
バランスよくある。
医師会が運営する訪問看護、訪問入浴、居宅介護支援事業
所、地域包括支援センターを一カ所に集約し、地域に根付い
た保健・医療・福祉事業を実施。

北海道
社会医療法人恵和会
西岡病院

北海道札幌市豊平区西岡4条
4-1-52

在宅療養支援病院 44857 10883 24.3%

病院：4、在宅療養支
援診療所2、その他
無床診療所19、有床
診療所19、歯科19

訪問看護ステー
ション2

※医療資源は車で15分圏内のもの。その他、市中心部の大
病院へのアクセスも良好。
拠点事業者は一般～療養の200床未満の病院。地域包括支
援センター、介護事業所を併設し、介護保険事業も幅広く提
供。

東京都
㈱ケアーズ
白十字訪問看護ステーション

東京都新宿区市谷砂土原町2-
7
ディアコート砂土原204

訪問看護ステーショ
ン

96769 18969 19.6%

病院：4、総病床数：
3012
在宅療養支援診療
所：12

訪問看護ステー
ション：4
介護保険施設；5

地域の医療・介護資源の特色：急性期病院は豊富だが、慢性
期病床、入所施設は不足
区として比較的早い時期から在宅医療に取組み、平成5年か
ら区と医師会の連携による「緊急一時入院病床確保事業」な
ども行われていた。

長崎県
社会医療法人　長崎記念病
院

長崎県長崎市深堀町1-11-54 病院 68539 16980 24.8%

一般病院：2カ所
精神病院：2カ所
診療所：44カ所（うち
2カ所は離島）
医療過疎化が加速

訪問看護ステー
ション：2カ所
介護保険施設も不
十分

305床（一般病床：164床、回復期リハ病床：49床、医療療養病
床：44床、介護療養病床：48床）

大分県
別府市医師会
訪問看護ステーション

大分県別府市上田の湯町10-5
訪問看護ステーショ
ン

120259 34125 28.4%

病院：25カ所、総病
床数：3851
有床診療所：45カ
所、741床
無床診療所：61カ所

訪問看護ステー
ション：12カ所

医療・介護・福祉施設は充実

福井県
大野市地域医療支援セン
ター

福井県大野市天神町1-1 行政 36972 10676 28.9%

病院：4、総病床数
212、診療所：22（う
ち、在宅療養支援診
療所2）

訪問看護ステー
ション：4、介護保
険施設：5、定員
354

市として、在宅医療への取組、かかりつけ医の普及啓発など
に取り組んでいる。

岩手県
医療法人葵会
もりおか往診クリニック

岩手県盛岡市上田1-3-10
イースタンキャッスル１Ｆ

在宅療養支援診療所
（無床診療所）

299518 63793 21.3%
病院：30、総病床数
6630、診療所：284

訪問看護ステー
ション：20、介護保
険施設：31

事業者は、往診専門クリニックで、機材をそろえ、24時間在宅
医療を提供。他職種との連携のため、クラウド型電子カルテ
システムを独自開発し、運用



志村大宮病院
社会福祉法人天竜厚生会

天竜厚生会診療所
あおぞら診療所 社団法人　鶴岡地区医師会

社会医療法人恵和会
西岡病院

㈱ケアーズ
白十字訪問看護ステーション

社会医療法人
長崎記念病院

別府市医師会
訪問看護ステーション

大野市地域医療支援センター
医療法人葵会

もりおか往診クリニック

①多職種合同カンファレンス
看護師、訪問看護師、理学療法士、
作業療法士、介護支援専門員、訪問
ヘルパー、医療ソーシャルワーカー、
管理栄養士
②地域包括支援センターとの話し合
い
看護師、社会福祉士、主任介護支援
専門員、介護支援専門員
③社会福祉協議会との話し合い
看護師、社会福祉士、社会福祉協議
会事務事業、地域ケアコーディネー
ター
④地域医療連携意見交換会・懇親会
医師、看護師、社会福祉士、理学療
法士、作業療法士、相談員

①北遠地域医療機関協議
病院、診療所、地域包括支援セン
ター
②多職種合同カンファレンス
③全体会
病院、診療所、調剤薬局、介護施
設、行政、民生委員、ヘルパース
テーション、地域包括支援セン
ター等
④ワーキング活動

多職種連携カンファレンス（４回）
医師、歯科医師、看護師、薬剤
師、理学療法士・作業療法士、
ソーシャルワーカー、ケアマネ
ジャー、地域包括支援センター職
員/市役所職員、居宅系施設職員

カンファレンスの内容：
第１回：課題の抽出
第２回：最重要課題の検討
第３回：多職種が関わる患者の事
例検討
第４回：重要テーマに関する解決
策の検討
多職種が参加したスモールグルー
プによる討論を活用

①在宅医療連携拠点事業室運営委員
会
②在宅医療連携拠点事業室Weeklyミー
ティング（34回中、7回は歯科医と、7回
は行政とのミーティング）
③研修会
医師、看護師、薬剤師、介護支援専門
員、介護福祉士、作業療法士、ＭＳＷ、
栄養士
④「在宅医療連携拠点事業」に係る施
設管理者・行政担当者との意見交換会
行政4名、介護事業所21施設23名、医
師会8名
⑤医療と介護の連携研修会（鶴岡市と
共催）
医師、看護師、薬剤師、ＭＳＷ、理学療
法士・作業療法士、介護支援専門員、
地域包括支援センター、保健師、社会
福祉士等
⑥庄内在宅医療を考える会
医師、歯科医師、事務
⑦ふらっと会
⑤に加え、管理栄養士等

合同会議（４回）
医師、歯科医師、薬剤師、行政
担当官、看護師（医療機関、訪問
看護事業所）、ソーシャルワー
カー、福祉施設職員、地域包括
支援センター、訪問介護・通所介
護事業所職員
※医師会、薬剤師会等の関係団
体からも出席があった。

①牛込地区在宅患者を考える会（地
区医師会とタイアップ）
医師（病院、地域）、歯科医師、看護
師（病院、訪問看護ステーション）、行
政保健師
②在宅療養シンポジウム（新宿区、
地域病院と連携）
地域医師、訪問看護師、ケアマネ
ジャー、介護サービス事業者、民生
委員、市民
③在宅療養学習会（新宿区と連携、
区民公開講座）
区民
④多職種連携のためのケース勉強
会
医師（病院、診療所）、訪問看護師、
地域包括支援センターケアマネ
ジャー他
⑤個別相談ケースの地域ケア会議
本人、区担当者、地域包括支援セン
ターケアマネジャー、社会福祉協議
会、看護師、カウンセラー

①報告相談会（拠点事業
実施に当たってのコアメン
バー会議）
医師（病院・診療所）、看護
師（病院、訪問看護ステー
ション、ケアマネジャー）、
居宅介護支援事業所、訪
問リハビリテーションスタッ
フ、長崎市関係者等
②協議会（150～200名）
医師、看護師、セラピスト、
管理栄養士、薬剤師、ＭＳ
Ｗ、ケースワーカー、介護
従事者、行政関係者

①在宅医療連携交流会・名刺
交換会
薬剤師、医師、ケアマネ
ジャー、訪問介護職員、看護
師、ＭＳＷ、リハビリテーション
スタッフ、管理栄養士、その他
②地域ケア連携システム会議
③シンポジウム
医師、歯科医師、衛生士、薬
剤師、看護師（病院、訪問看
護）ケアマネジャー、地域包括
支援センター職員等

①大野市地域医療推進連絡会（４回）
医師（市医師会）、歯科医師（市歯科医師会）、薬
剤師（市薬剤師会）、看護師（訪問看護ステーショ
ン）、障害者相談員、介護支援専門員、主任介護
支援専門員、保健師
②大野市地域医療協議会（２回）
医師、歯科医師、薬剤師、副市長、市議会議員、
区代表、消防、保健所医師、一般公募
③多職種及び一般住民対象研修会（２回）
医師、歯科医師、薬剤師、看護師（医療機関、訪
問看護ステーション）、理学療法士、介護支援専
門員、ヘルパー、保健師、行政職員、住民

多職種合同研修会
医師、歯科医師、退院調整職
員、看護師（医療機関、訪問看
護ステーション）、ケアマネ
ジャー、薬剤師、行政職員、介
護職員、その他

【問題点】
①家族の介護力が十分確保できない
②在宅介護、看護等の受け皿不足
③在宅に戻ることに関する患者・家族
の不安
④病状急変時の対応の不安
⑤病院医師の在宅に関する知識不
足のため、退院調整が進まない
【解決案】
①夜間などの家族支援強化、老人保
健施設の受け皿増加
③急性期病院入院中の家族指導、入
院時から退院後をフォローするスタッ
フが関わる仕組み作り
⑤急性期病院において、在宅復帰を
意識した支援

【課題】
・地理的問題もあり、情報共有が
不足
【解決策】
・地域の在宅医療・介護・行政機
関・社会福祉協議会・民生委員等
の関係職種が一堂に会する機会
を定期的に開催し、顔の見える関
係の構築を行う。

【課題】
抽出された課題には、専門職間の
連携や医療と介護の連携、病院と
在宅の連携などの連携に関する
課題が最も多かった。
【解決策】
・多職種合同カンファレンスの定期
的な開催
・ケアマネジャーとＭＳＷの２職種
間交流
・医療・介護連携のためのケアマ
ネジャー連絡会組織化、ケアマネ
ジャー研修受け入れ、ケアマネ
ジャー相談窓口の開設、講習会開
催
・医師とケアマネジャーの連携のた
め、松戸市医療機関に関するケア
マネタイムの作成

【課題】
①病院の医療者における在宅療養の
理解不足
②医療と介護の連携不足
③行政との連携不足
④歯科との連携の重要性
⑤在宅医療を担う医師間の連携
⑥在宅医療・介護従事者の知識の標準
化
【解決策】
①病院職員を対象とした地域主任ケア
マネジャーによる研修会の実施
②「在宅療養者支援のための連携シー
ト」作成、地域包括支援センター主催の
地域ケア推進担当者会議等への積極
的な出席
③行政との定期的なミーティング
④歯科医師会との定例会開催
⑤主治医・副主治医制確立に向けた在
宅医中心の会における話し合い
⑥研修会の開催

【課題】
①顔の見える関係が構築されて
いない
②多職種で課題の認識・共有が
ない
③医療・福祉従事者の在宅医療
に関する認識が不十分
【解決策】
①行政、関係団体の参加も得
て、協議会の設立
②多職種参加によるグループ
ワークによる課題の抽出、メーリ
ングリスト等による情報共有
③研修会の開催

【課題】
在宅医療に関する区民の理解が十
分でない
【解決策】
シンポジウムや学習会の実施

【課題】
①多職種、他事業所を統括す
る連携拠点がない
②医療福祉間の垣根が高い
③同職種間でも連携に課題が
ある
④顔の見える関係が構築され
ていない
【解決策】
交流会・名刺交換会を開催
シンポジウムを開催

【課題】
①医療機関側から介護機関への積極的な連携
が少ない
②多職種の連携をまとめる機関が明確でない。
連携のためのツールの統一が困難
【解決策】
①介護機関側からの積極的なアプローチにより、
顔の見える関係を作り、多職種連携の意識を高
める。
②円滑な連携のためのシステムとして、在宅
チャット研究システムを試験運用

【課題】
①多職種連携のための研修会
が不足
②一般市民に対する在宅医療
の啓蒙活動が必要
【解決策】
①研修会を継続して実施
②今後、フォーラム開催、パンフ
レット作成・配布等

多職種が交流する機会を継続的に作
ることで、職種間の壁を越えた顔の見
える関係の構築に資する。この実現
のためには、コーディネーターが必
要。

課題は地域により異なり、違いを
知ることができた。医療的視点・
介護現場の視点の双方から情報
を得ることが、医療と介護の連携
につながる。取組を継続するため
には、地域の医療機関や事業所
等を調整する事務局の必要性・
有用性がある。

参加者の多くがカンファレンスに満
足していた。
カンファレンスを行うことで、多職
種連携の重要性の理解や、顔の
見える関係作り、地域の現状の理
解、業務上の連携への発展等の
効果が得られると考えられた。

研修会を開催するに当たり、事前に質
問を受け付け、問題意識に沿った開
催、実技を含めた研修会にすることで、
日常業務にすぐに応用可能なものと
なった。

・地域の医療機関等からの入院
の受け入れが増加
・事前に情報を共有することで、
認知症の入院が以前よりスムー
ズに受け入れられるようになった
・主治医がいない場合の介護保
険申請に際し、行政保健師と協
働することにより、受診調整を拠
点中心で行えるようになった

医師と他の職種の橋渡しである訪問
看護師や地区保健師等の意識の変
革につながった。

多職種間の相互理解の促
進、在宅医療を提供してい
ない医師と介護事業所ス
タッフ等との連携が構築さ
れた

交流会・名刺交換会の開催に
より、顔見知りになることによ
り、ヘルパーからも医師に聞き
やすくなった、逆に、医師から
も協力する意識が生じたとの
意見があった。シンポジウムに
より、各職種の役割等が理解
でき、連携につながるとの評価
があった。

関連する事業等を共催で行うようになり、効果的
に行えるようになった。
ケアマネと医療機関の連絡を円滑にするために
は訪問看護ステーションの役割が重要であると
考えられた。
顔が見える関係作りにより、声がかけやすくなる
などの声が見られた。

研修会への医師、歯科医師の
参加が少ない。
グループワークにより、他職種
について理解を深めることがで
き、今後の連携に資すると考え
られた。

課
題・
解決
策

【課題】
①在宅での急変時にすぐに入院を受
け入れてもらえるか不安がある。
②介護の相談窓口がわからない
【解決策】
①拠点に２４時間入院受け入れを行
うコールセンターを設置。高度な検
査・治療を要する患者以外について、
受け入れ体制を整備
②２４時間社会福祉士が対応する介
護相談窓口を設置

【課題】
地域の医療資源が少なく、地域で
補完しあう体制作りが必要。
【解決策】
拠点事業者と提携する近隣医療
機関がレスパイト入院のサポート
体制を明確化。

【課題】
①麻薬を含めた薬剤に関する３６
５日の体制を構築。
②訪問診療を行う診療所のほとん
どが常勤医師１人体制で、各各で
２４時間体制をとるのは困難。
【解決策】
①薬局連携のための連絡会を組
織し、解決策について議論
②近隣医師３人と連携を開始し、２
４時間体制を支援（主治医が患者
からの連絡を受け、往診が必要と
判断した場合に連携医師に往診を
依頼。）

【解決策】
在宅医療にかかわる医師が数多く顔を
合わせる機会を創出することにり、バッ
クアップを気軽に頼めるような人間関係
の構築に資する。

【課題】
①地域内の２４時間体制のネット
ワークの構築
②患者にわかりやすい緊急時体
制
【解決策】
①地域の医師の輪番制による協
働支援体制を構築、クラウド型
ウェブアプリケーションシステム
を開発
②相談窓口の一元化のため、
コールセンターを開設

【解決策】
①訪問看護が診ー診連携による２４
時間体制における連絡調整等のバッ
クアップを行う

【課題】
急性増悪患者の受け入れ
促進
【解決策】
地域の在宅医療の後方支
援としての役割を各所で明
確に発信

【課題】
診療所医師の２４時間体制の
負担が大きい
訪問介護事業所のサービス提
供時間の集中
【解決策】
在宅医のチームづくり（医師２
～３名、ケアマネ、訪問看護
師）
同職種管理者会議を開催

【解決策】
地域医療推進連絡会等において、多職種連携の
ための統一したツール（「かかりつけ医」、「薬剤
情報」「既往歴」等の情報等のキット）を検討

【課題】
市内で、医療用麻薬の処方箋
に対応でき、休日夜間の訪問薬
剤管理指導を行う薬局が１事業
所しかなく、麻薬の受け渡しが
薬局・訪問看護事業所の負担と
なっている
【解決策】
地元薬剤師会等により、在宅訪
問薬剤管理指導の普及のため
の会議を開催

成
果・
評価

コールセンターを通しての緊急入院
数は１１ヶ月で３９１名、うち在宅から
は２３１名。介護相談も１１ヶ月で５５
件。夜間の不安は医療面によるもの
が多く、医療機関における夜間対応
と、介護面での対応を両立する必要
があるが、グレーゾーンの質問もある
ので、相互両立が望ましい。

・議論の内容を基に、次年度活
動。

システムに１病院３診療所から２
４時間対応を必要とする患者１１
６名を登録し、平成２３年度中に
登録患者の９件に緊急往診、２
件の看取りを実施

自宅で看取った症例などに対応でき
た

同職種で相互にコンサルテー
ションを行うことで、既に課題を
解決した事業者からの情報提
供が得られたり、利用者が集
中する事業所と少ない事業所
のマッチングができた

事例検討や交流会等により、関係機関の２４時
間体制の状況が見えてきた。今後、情報の整理
や発信方法について検討する必要がある。

会議の結果、平成２４年度地元
薬剤師会事業として、
・在宅医療推進委員会の設置
・在宅医療支援薬局（仮称）のリ
ストアップと配布
・医療用麻薬注射剤取り扱いに
ついての手順書の作成
を行うこととなった

活動実績

項目

多職種
連携の
課題に
対する
解決策
の抽出

24時間
体制を
構築す
るため
のネット
ワーク
化

会合ごとの参
加者の属性

抽出された連
携上の課題と
解決策のまと
め

会合による成
果や評価

在宅医
療従事
者の負
担軽減
の支援
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活動実績

項目

課
題・
解決
策

【課題】
維持期においては多職種が関わるた
め、各職種間の連携が困難
【解決策】
医療と介護（福祉）をつなぐための協
議の場（医療介護連携システム推進
協議会）をつくる
脳卒中地域連携パスの普及を図る
連携パス研究会の開催

【解決策】
・口腔衛生に関する地域連携パ
スを作成・運用
・入退院時のスムーズな情報共
有・提供のため、ＦＡＸでの相談の
際の書式を作成。

【課題】
①病院におけるスムーズな退院支
援の実施
②歯科ニーズの把握と歯科との連
携
【解決策】
①・がん患者について、状態に合
わせた適切な医療機関で医療・ケ
アを提供できるよう、がん治療を行
う病院、地域の病院、地域の診療
所の３カ所の連携体制を整備
・病院が患者の在宅療養に移行後
の生活をイメージできるよう、「在
宅療養移行報告書」を作成
②医師の往診に歯科関係者が同
行

【課題】
①介護事業所との情報共有
②歯科との連携
③行政との連携
【解決策】
①地域電子カルテの介護事業所への
普及のため、説明会を実施
②スクリーニングシート作成、脳卒中地
域連携パスへの歯科的チェック項目の
追加
③市直轄の基幹型地域包括支援セン
ターと定期的な話し合いの場を設け、調
査等を実施・企画。

【課題】
①多職種での情報共有が図られ
ていない、訪問看護等が有効に
活用されていない
②介護サービスとの連携がとれ
ていない
【解決策】
①多職種が情報共有を行えるシ
ステムを開発、書式の統一を実
施
②在宅医療センター（在宅療養
支援診療所、訪問看護、居宅介
護支援事業所、訪問介護を併
設）を開設し、ワンストップの医
療・介護提供体制を構築

【解決策】
厚生年金病院と地域医療機関、ケア
マネジャーとの情報共有システム開
発に協力
一般市民が牛込地区の医療資源を
検索できるシステムを開発、暮らしの
保健室で市民とともにかかりつけ医
を探す支援も実施

【課題】
限られた予算で効率的な
連携をする
【解決策】
既存の認定ＮＰＯ法人長崎
在宅Ｄｒ．ネット、ケアマネ
間のメーリングリストと連携

【課題】
多忙で交流の機会が持てない
緊急時のスムーズな連携、情
報提供体制の整備が必要
【解決策】
ゆけむり医療ネットの活用によ
り、病診連携、診診連携を図る
在宅医の連携チームづくり（医
師２～３名、訪問看護師、ケア
マネジャーのチーム）を拠点が
代行

【課題】
多職種の情報共有のための統一されたツールが
ない
【解決策】
携帯による「チャットシステム」をモデル的に実施

【解決策】
運用中の連携システムの周知
を図るため、研修会等を開催
患者のモバイル端末からの配
信が可能なシステムを導入

成
果・
評価

連携が難しい要因として、病院・施設
間の物理的な壁、医療・介護に携わ
る専門多職種の多忙さ、複数の地域
連携パス運用等による業務負担の増
加、医療・介護資源と患者ニーズとの
間の乖離、医療・介護に対する地域
住民の知識不足等が示唆された。
チーム医療提供のためのインフラ整
備には長期的な取組が必要。

歯科が同行した２２６名（うち、自宅
２５８名、施設６８名）についてアセ
スメントを実施。自宅患者１５８名
中、４７名に訪問歯科診療を開始。
歯科の同行により、医師、看護師
の口腔への意識が高まり、歯科と
の連携方法が確立するとともに、
患者についても、口腔症状の改善
や摂食・嚥下機能への影響が見ら
れた。

地域電子カルテを導入した介護事業所
数が３施設から６施設に増加。

・書式の統一は連携において有
用性があった
・退院時の多職種カンファレンス
は在宅療養における課題の共有
等に有効であった

民間病院の勤務医師、診
療所の医師、ケアマネ
ジャー等の相互理解が促
進された。

相互のコンサルテーションが行
われた。
連携ツールも基本的に顔の見
える関係構築の上に成り立つ
と考えられた。

チャットシステムについて、今後評価。情報連携
のため、介護支援専門員から主治医への「情報
提供書・連絡票」を開発予定。また、ショートステ
イの空き情報が一元的に地域包括支援センター
に入るよう、検討。

新規の連携事業所が１０カ所増
加（それまでも地域の７割、２０
０以上の事業所と連携）
患者のモバイル端末からの配
信システムを他の医療機関でも
利用できるように改良すること
で連携が深まることが期待でき
る

【課題】
介護支援専門員のベースの職種に
よって知識等の差がある
【解決策】
地域をベースとして活躍する介護支
援専門員に対し、在宅医療に関する
勉強会を開催
【評価】
福祉系がベースの介護支援専門員を
中心に、医療機器に関する理解が進
んだ。参加者からは、今後の継続へ
の希望があった。

地域の集会所等をリハビリスタッ
フが定期的に巡回し、地域住民へ
の介護予防運動指導、筋力維持
運動指導、事業所職員への技術
研修等を実施

①緩和ケア病棟の病棟カンファレ
ンスに参加し、自宅で過ごしたい患
者の希望を実現するためのアドバ
イスをするとともに、癌患者の症状
緩和目的の入院の受け入れ等を
お願いしている。参加をきっかけ
に、地域の訪問看護ステーション、
クリニックの看護師が参加するよう
になった。
②連携病院（市立病院）と月１回の
カンファレンスを開催し、医療処置
等の多い患者のスムーズな退院
支援について話し合いを実施

①地域ケアネットワーク会議に参加し、
医療的助言を提供
②地域の病院が開催する退院時カン
ファレンスに参加。学ぶ段階であり、ア
ウトリーチとして十分に機能するには
至っていないが、信頼関係を構築し、医
療的助言につなげたい。

地区内の医療、介護、福祉事業
所に個別に活動内容の説明を行
い、地域の課題の抽出を行った。
【抽出された課題と対応】
①多くの課題を抱えており、課題
を整理し、多職種で検討すること
が必要
②アウトリーチのための標準化さ
れたツールががないため、書式
の統一を図ったところ、情報集約
がスムーズに行われ、より多くの
対応が可能となった

電話によるコミュニケーションだけで
なく、直接出向き、病院医師と面会す
ることにより在宅医と病院医師の情
報共有を促進したり、退院時調整を
行うとともに、ケアマネジャー等介護
提供者とも連携を行うなどの取り組
みを実施。良好なコミュニケーション
のため、直接顔を合わせることが必
要な場合もある。

長崎大学病院地域医療連
携センターに出向し、長崎
記念病院の多職種連携に
おける支援について検討し
た結果、以下の活動があ
がった
・バックベッドの確保
・長崎市南西部地域の拠
点病院としての参加

地域包括支援センターへの訪
問支援、診療所等の医療機関
に対する在宅医療看護につい
ての説明や、在宅看護研修の
支援、介護保険の説明等を
行った。その結果、早めの退
院調整の相談や、説明に来て
ほしいという要請が増加。

【課題】
①拠点として、地域の医療機関や福祉機関から
の情報の収集や提供を行う必要がある
②地域における包括的な在宅医療提供体制を構
築する必要がある
③在宅療養を継続できている要因を明らかにす
る
【取組】
①市内外医療機関・市内居宅介護支援事業所を
訪問し、事業説明や在宅医療状況についての情
報を収集
②在宅医療相談支援センターを保健・医療・福祉
の行政機関がワンフロアに集結する施設に開設
③市内ケアマネを対象にした実態調査
調査結果（在宅医療・療養を継続できている要
因、上位）
・本人・家族と医療機関とのネットワークがとれて
いる
・家族に自宅で看たいという強い意志がある
・家族の中で介護体制がとれている
・緊急時や２４時間の医療体制がとれている
④住民への啓発活動

①地域包括支援センターへの
実態把握
②退院時カンファランスへの参
加を通して、ケアマネジャーの
継続支援。また、病院担当者へ
の情報提供、利用者と訪問看
護ステーションとのカップリング
③介護事業所内での勉強会を
実施、介護福祉士への一部医
行為の解除に伴う研修の実施

課
題・
解決
策

【課題】
医療資源が少ない地域で、高度な検
査・治療を必要とする患者以外の入
院が困難
【解決策】
連携拠点事業者・在宅療養支援病院
として、緊急の入院受け入れ病床を
確保

【課題】
山間地域特有の背景（道が狭く車
が通れない、冬は道が凍結する
等）から、送迎が伴う在宅サービ
スの稼働率が低い
【解決策】
地域のインフォーマルサービスに
ついて整理し、製本化・周知

連携を推進するための以下の取
組を実施
①病院看護師が在宅の視点を持
つことを目的に、訪問診療と訪問
看護の同行訪問を中心とした研修
②薬剤師の訪問診療同行
③連携する認知症対応型共同生
活介護事業所等を対象に、医療と
介護の連携を深めるための講習
会

【課題】
地域における医療・福祉資源の情報を
拠点に集約し、地域の施設間で共有す
る
【取組 】
行政等と協働して以下のデータベース
を構築
①医師に対する在宅医療に関するアン
ケート結果
②施設に対する医療依存度の高い患
者の受け入れに関する調査結果
③ショートステイの空き情報（ホーム
ページで公表）

【課題】
①訪問薬剤管理指導のニーズに
対応できていない
②地域内に在宅療養支援診療
病院、在宅療養支援診療所が少
ない
③看取り、終末期への対応がで
きていない
【取組】
①合同会議の中で、地域薬剤師
による訪問薬剤管理指導の説明
を実施。
②届け出を検討している医療機
関に事業の説明をし、合同会議
に出席していただいた。
③看取りへのアンケートを事前に
行った上で、「入所系施設意見交
換会」において意見交換を実施、
終末期についての研修会を実施

【課題】
在宅で何かあったら救急車で病院
に、という住民意識は変わらない
【取組】
①在宅医療も理解した看護師が医療
コーディネーターとして、相談及び退
院調整にあたる。
②住民に対して、医療に関する相談
窓口（暮らしの保健室）を開設。

病院であることを活用し、
理学療法士、管理栄養士、
薬剤師等の専門スタッフに
よる研修を開催

社会資源の情報を提供し、在
宅へつなげる支援活動を実施
口腔ケアに関する研修会、訪
問看護事業者を対象としたス
キルアップ研修を実施

【課題】
・薬剤管理に関するニーズに対応できていない
・医療依存度の高い症例を受け入れる施設が不
足
・市民の在宅医療に関する理解が乏しい
【取組】
・在宅医療相談窓口の設置
・在宅医療に関する基本的な情報提供のための
研修会を開催
・連絡会等において、薬局薬剤師の活動を紹介
・医療依存度の高い症例の受け入れは検討会等
のテーマとして議論した
・一般市民を対象にした研修会を実施

【課題】
①在宅医療に関する総合相談
窓口がない
②医療依存度の高い患者に対
する対応を強化する必要がある
③在宅医不足
【取組】
①盛岡市との意見交換を実施
②受講対象者のレベルに合わ
せた研修会を実施
③大学病院からの医師派遣、
相互交流研修、多職種合同カ
ンファランスを通じて、在宅医療
の現状の理解を促進

成
果・
評価

現在、周知により多職種によって
効率的に医療・介護の提供が行
われるよう努めている

①病院看護師の退院後の生活を
見据えた退院支援につながること
が期待される
②薬剤師の在宅に対する意識が
向上
③参加者から高い評価

今後は、データベースの活用、更新、評
価を行う。

①一部の調剤薬局で訪問薬剤指
導を開始。各職能団体や単体で
の取組では、実践的な部分まで
は踏み込めないことがあり、職能
団体での活動を地域内の実践者
が発揮することが重要
②多くの医師が合同会議に参加
し、３診療所と情報共有システム
により連携
③終末期については、設備の問
題、医療との連携体制の問題
等、様々な課題があり、今後も解
決を図っていく必要がある

今後、個々の相談ケースへの対応の
底上げのため、質の評価軸構築に取
り組む

医療依存度の高い症例には短期入所が難しく、
病院でのレスパイト入院体制の整備が必要。
市民に対する研修会はかなりの反響があり、在
宅医療への関心が深まった。

地域包括支援センタ－、拠点、
行政の役割を今後整理
今後も継続学習の機会を確保
今後は病棟勤務者への働きか
けも検討

アウトリーチ

効率的
な医療
提供の
ための
多職種
連携

地域の
医療・
福祉資
源の
量・質
に関す
る最適
化に向
けての
活動

チーム
医療の
提供の
ための
インフラ
の整備

在宅医
療従事
者の負
担軽減
の支援



拠点に配置された職員の役割や拠点の活動の有用性、課題等

志村大宮病院
社会福祉法人天竜
厚生会　天竜厚生
会診療所

あおぞら診療所
社団法人　鶴岡地
区医師会

社会医療法人恵和
会　西岡病院

㈱ケアーズ　白十
字訪問看護ステー
ション

社会医療法人　長
崎記念病院

別府市医師会訪問
看護ステーション

大野市地域医療支
援センター

医療法人葵会　も
りおか往診クリニッ
ク

介護支援専門員の資
格を持つ看護師及び
医療ソーシャルワー
カーの役割

【介護支援専門員の資
格を持つ看護師】
医療に加えてケアマネ
ジメントの知識・視点を
もとに療養上の世話と
看護に関する助言
【医療ソーシャルワー
カー】
保健医療・福祉の知識
を持ち、多職種の調整
役を担う
これら専門職が拠点に
配置されることで、病
院・在宅・福祉との連携
が取りやすくなると考え
られ、今後は拠点の資
格者が地域医療コー
ディネーターとしての役
割を担うことが重要。

・相談窓口
・各種会合、講演会の企
画・運営
・多職種連携のための
調整
・医療連携支援

【介護支援専門員の資
格を持つ看護師】
介護支援専門員を対象
とした相談業務、症例検
討会の模擬症例の開発
介護職向け講習会の資
料作成
【医療ソーシャルワー
カー】
医療機関への情報提
供、地域の社会資源の
把握、各種カンファレン
ス等の企画等
看護師については、拠
点地域での在宅経験が
あれば、より地域の実
情を踏まえた対応が可
能であると考えられた。

相談窓口業務として、医
療・介護のつなぎ役、地
域包括支援センターと
のつなぎ等の役割
退院時カンファレンスや
地域ケアネットワークに
参加し、医療的な助言

①相談、連携のための
書式の作成
②地域住民への普及啓
発活動の実施
③新設医療機関等への
医療ソーシャルワー
カーによる支援
④圏域内の各機関の
コーディネート（今後）

急性期からの退院調整
を行いながら、地域にお
ける医療と介護の橋渡
しをする。在宅の医療
者、特に看護師が急性
期病院の中の医療を知
らなければ円滑に連携
できない。

多職種・他施設などの
あらゆるステークホル
ダーの接点として活動。
他の専門職種と比較し
て専門業務に偏らない
活動が可能。事業組織
が大きくなるほど調整が
複雑になると考えられ
る。

・地域包括支援センター
への助言
・有床診療所の退院調
整、医療機関への介護
保険に関する助言、支
援
・サービス事業所職員
に対する研修会の企画
開催
・アンケート調査等の実
施
・情報連携ツールの作
成
・事業の広報
・連携の推進、主治医と
コメディカルとの連携調
整支援・相談窓口
・地域住民への啓発、ワ
ンストップサービスの推
進

・在宅医療に関する個
別相談
・多職種連携会議の開
催
・医療機関、福祉施設等
への訪問相談、情報収
集
・関係機関の調整
・住民への普及・啓発

【介護支援専門員の資
格を持つ看護師】
福祉系の基礎資格を持
つケアマネジャーの支
援、在宅移行への退院
調整になれていない医
療機関への支援、地域
包括支援センターへの
医療的な助言、介護職
の教育に係る講師
【医療ソーシャルワー
カー】
相談窓口業務、多職種
合同研修会の企画運
営、ＩＴ管理等

拠点が行う在宅医療
の連携等の有用性

切れ目のないサービス
の調整が必要で、地域
の特性を生かしたネット
ワークを拠点がコーディ
ネートすることで、ネット
ワークが発展する

・山間部に点在する医
療・保健・福祉・介護事
業を結びつけていく必要
があり、その連携構築
のためには、機関を調
整する事務局の必要
性・有用性がある。
・様々な企画を行うこと
で、多職種連携促進・顔
の見える関係の構築に
つながった

・拠点の呼びかけによ
る、各職種ごとの在宅
関係者の組織化は、在
宅医療への意識向上や
問題解決に有用であっ
たと考えられた。
・連携拠点にケアマネ
ジャーへの相談窓口を
設置することにより、ケ
アマネジャーが個々の
症例の医療に関して困
難を感じている点につ
いて相談することができ
た。

実際の医療・介護提供
者では行えない業務、
施設間における調整業
務等の地域全体を俯瞰
して支援する業務を担う
ことができる（医師会と
して）。
学習会等への全方位的
な参加や支援体制の構
築、組織横断的な情報
共有体制の構築、行政・
歯科医師会といった他
の組織との協働などが
円滑に実施できる。

在宅療養支援病院の特
性を生かし、訪問診療
に加えて後方ベッドの確
保を実施。
拠点の活動を通じて、
地区の在宅医療に携わ
る多職種に、在宅医療
担う一員としての意識付
けがなされた。
課題は地域により様々
であり、拠点がそれぞれ
の地域の特性に応じた
役割を明確にとらえ、求
められる役割を担うこと
が、在宅医療の推進、
連携において有用。

訪問看護ステーションが
事業を実施することによ
り、これまでの訪問看
護・連携の経験を生か
すことができる。訪問看
護師は地域を熟知し、
医療と介護の両分野に
精通し、患者の生活感
覚を知っている。地域連
携による相談支援を行
うことで、地域包括支援
センターを中心とする地
域のケアマネジメント体
制のバックアップという
形で成果が現れてい
る。

２４時間３６５日の複数
診療科による救急体制
を敷いているため、在宅
医療の後方支援として
の体制が構築されてい
た。
病院であるため、自院
から多職種を参画させ
られるとともに、専門的
な研修会を自院スタッフ
で行うことができた。

・多職種が一堂に会す
る場の設定等により、共
通理解や顔の見える関
係が構築され、在宅医
療連携の構築に有用
・二職種間の顔の見え
る関係は連携を容易に
する
・同職種の会議やグ
ループワークは、共通
の課題について相互に
コンサルテーションを行
うことができ、マンパ
ワー不足の補完につな
がることもある。
・拠点によるヒューマン
ネットワーク作りにより、
主治医の負担軽減につ
ながる。

・市内全域を対象とし
て、多職種協働による
在宅医療の支援体制を
構築するためには、医
師会や地域包括支援セ
ンター等と連動しながら
の活動が重要であり、そ
のためにも、連携拠点
を行政が担う意義は大
きい
・市が拠点を担うこと
で、住民に対し、かかり
つけ医の推進や在宅医
療に対する意識を高め
るための健康教育を継
続することが可能

・ワーキング委員会を在
宅医療・介護に関わる
ほぼ全ての職種の職能
団体等及び行政からの
委員構成としたことで、
多職種に対して広い視
野を持って関わることが
できるとともに、内容を
各団体等にフィードバッ
クできた。
・行政との意見交換会
につながり、地域として
在宅医療推進に取り組
むことが重要であると認
識された。
・医療介護従事者の相
談窓口として機能するこ
とにより、従事者の悩み
の解決等につながって
いると考えられた。

拠点が行う在宅医療
の連携等の課題や改
善点

地域の医療従事者が情
報を共有できるシステム
の導入が必要
ボランティア・民生委員
との関わりを持つひつよ
うがある

・山間部で人材確保が
困難であり、２４時間３６
５日体制の構築は困
難。職種や地区を越え
た地域全体で補完する
仕組み作りが重要

顔の見える関係構築を
基盤とした情報技術に
基づく患者情報システ
ムを導入することによ
り、情報を正確かつ遅
延なく多職種間で共有
できると考えられた。
連携拠点にかかる実務
負担は相当大きく、人員
が必要。
最終的には、地域の専
門領域については専門
職からなる職能団体が
課題解決を図り、拠点
はそのサポート役を担う
形を志向する。

医療機関を母体として
いないため、臨床に関
わるアウトリーチ等につ
いては実績の面で弱い
部分が確認できた。
コーディネート機能の更
なる充実、２４時間対応
体制の構築（看護、薬剤
等含め）の構築に今後
つとめる。

合同会議において、「在
宅看取りが目的ではな
いか」「患者の囲い込み
になるのではないか」と
の指摘があった。患者
の尊厳や死生観への配
慮は重要。
地域内の医療・介護・福
祉のサービス提供体制
にはばらつきがあり、均
てん化をはかる必要が
ある。
拠点としての機能を果
たすためには、人的・物
的資源が必要

歯科、薬剤師、リハス
タッフ等、医師以外の職
種との連携を深める必
要がある。急性期病院
の看護師や地域包括支
援センター職員の訪問
看護ステーション実習を
今後深めることが有用。
病院との連携も推進。

地域の中核病院である
ため、他施設からは、対
応してほしいことの要望
が大きかった。協議会
の開催は回数が増加す
ると負担。グループワー
ク、研修会等で対応でき
るものは対応する工夫
が必要。研修会を自院
で開催することは、従業
員には負担増になる。

市は、通常は市民の検
診や健康相談に関わる
が、医療や介護の現場
はほとんど見えない。今
回の事業を通して、医
師会、地域包括支援セ
ンター、保健所等に相
談する機会が増え、事
業を共催することで連携
が深まり、地域の課題
について共通認識を持
てるようになった。

人口30万人の盛岡市全
域を対象としているた
め、現在の拠点の人員
配置ではマンパワー不
足かつ、拠点１カ所で主
体的にカバーすることは
困難。在宅医療を熟知
した医療ソーシャルワー
カーの雇用が困難であ
り、地域特性を考慮した
人員配置をとる必要が
ある。
見いだされた課題につ
いては、それぞれの職
種ごとの部門別の取り
組みを推進し、拠点が
支援しお互いに補完し
あう関係を構築する必
要がある。
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㈱ケアーズ　白十
字訪問看護ステー
ション

社会医療法人　長
崎記念病院

別府市医師会訪問
看護ステーション

大野市地域医療支
援センター

医療法人葵会　も
りおか往診クリニッ
ク

独自の活動

①地域活性化と医商連
携
②えきまえ保健室
③地域活性化プロジェ
クト
④介護用品宅配サービ
ス
⑤配食サービス
⑥介護タクシー送迎
サービス

・地域住民への啓発の
ための講演会実施
・医療・介護・行政関係
者等へのインフォーマ
ル・サービスをまとめた
冊子の配布

①活動報告やショートス
テイの空き情報等を掲
載したホームページ作
成、更新
②パンフレット作成、周
知
③メディアへの掲載
④市民のつどいへの参
加
⑤鶴岡地区医療福祉連
携活動・庄内プロジェク
ト活動合同報告会

①災害マニュアルの検
討
②メディア対応
③講演
④学会発表
⑤他市区町村等の在宅
医療推進への取り組み
に関する相談への対応

暮らしの保健室を実施

①在宅Ｄｒ．ネットとの連
携
②行政との連携
③自院スタッフによる専
門的な研修会
④病院としての救急医
療体制、入院施設の活
用
⑤長崎市南西部地域医
療協議会との連携

・緊急一時ベッドの確保
・訪問看護のコールセン
ター機能
・医療介護のワンストッ
プサービスの実施

①決められた様式を保
健センターにＦＡＸするこ
とにより、訪問歯科診療
を実施するサービス

①在宅医療機器の無償
貸し出し
②他医療機関・訪問看
護ステーションとの昼食
会開催

その他

保健センターや福祉事
務所等行政機能に加え
て、社会福祉協議会や
医師会などの集約を進
めている


